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明治後期の地価修正法案に対する地方都市の反応
和歌山市を事例に











































































































































































































府県全体 市部 府県全体 市部
北海道県 0.663 0.863 岩 手 県 0.082 0.068
東 京 府 1.079 1.108 青 森 県 0.114 0.136
京 都 府 0.704 0.804 山 形 県 0.051 0.053
大 阪 府 0.932 0.932 秋 田 県 0.114 0.135
神奈川県 0.724 0.746 福 井 県 0.225 0.346
兵 庫 県 0.406 0.479 石 川 県 0.171 0.205
長 崎 県 1.597 1.693 富 山 県 0.170 0.176
新 潟 県 0.229 0.399 鳥 取 県 0.139 0.110
埼 玉 県 0.189 ― 島 根 県 0.101 0.084
千 葉 県 0.177 ― 岡 山 県 0.310 0.411
茨 城 県 0.107 0.110 広 島 県 0.367 0.396
群 馬 県 0.191 0.213 山 口 県 0.586 1.010
栃 木 県 0.131 0.098 和歌山県 0.395 0.437
奈 良 県 0.125 0.140 徳 島 県 0.089 0.089
三 重 県 0.117 0.129 香 川 県 0.111 0.113
愛 知 県 0.321 0.408 愛 媛 県 0.121 0.080
静 岡 県 0.271 0.299 高 知 県 0.399 0.399
山 梨 県 0.350 0.350 福 岡 県 0.405 0.359
滋 賀 県 0.146 0.200 大 分 県 0.119 ―
岐 阜 県 0.222 0.260 佐 賀 県 0.093 0.087
長 野 県 0.217 0.211 熊 本 県 0.237 0.261
宮 城 県 0.083 0.083 宮 崎 県 0.122 ―
福 島 県 0.202 0.203 鹿児島県 0.134 0.134








































































































北端両側 182.40 34.000 1.700




本通り 1862.03 20.500 1.025




南端東側角 121.50 34.000 1.700





本通り 147.78 15.800 0.790





















１ 142.91 272.82 54.56 １ 142.17 359.97 71.99
２ 97.75 186.61 37.32 ２ 62.85 90.38 18.08
３ 56.30 120.31 24.06 ３ 61.43 88.34 17.67
４ 130.59 312.50 62.50 ４ 72.01 103.55 20.71
５ 82.49 220.99 44.20 ５ 73.51 105.71 21.14
６ 62.31 149.11 29.82 ６ 81.70 117.49 23.50
７ 104.66 250.45 50.09 ７ 60.79 87.42 17.48
８ 184.66 441.89 88.38 ８ 102.69 147.68 29.54
９ 62.61 149.83 29.97 ９ 71.34 102.59 20.52
10 127.36 304.77 60.95 10 71.22 102.41 20.48
11 25.14 34.17 6.83 11 164.08 235.95 47.19
12・13 60.75 141.21 28.24 12 24.85 37.82 7.56
14 70.94 201.12 40.22 12-1 56.64 48.94 9.79
15 25.78 39.24 7.85 12-2 36.76 31.76 6.35
16 29.93 45.55 9.11 12-3 62.52 60.46 12.09
17 182.79 437.42 87.48 12-3-イ 63.47 61.38 12.28
18 138.10 380.47 76.09 12-4 37.09 56.45 11.29
19-1 121.86 291.61 58.32 13 133.61 203.35 40.67
19-2 62.04 148.46 29.69 14 216.06 310.69 62.14
20 81.76 195.65 39.13 15 50.69 72.89 14.58
21 103.27 247.13 49.43 16 52.73 75.83 15.17
22 145.54 311.02 62.20 17 70.26 101.03 20.21
23 127.06 172.68 34.54 18 50.29 72.32 14.46
19 62.57 89.98 18.00
20 72.27 103.92 20.78
21 51.34 73.83 14.77
22 49.55 71.25 14.25
23 58.89 84.68 16.94
24 59.82 86.02 17.20
25 82.29 118.33 23.67
26 228.35 578.18 115.64
※１ 和歌山地方法務局所蔵 旧土地台帳「本町一丁目」、「本町二丁目」をもとに作成。
※２ 明治39年12月31日時点の値。
※３ 地価、一坪当の地価ともに厘を四捨五入。
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時価及賃貸価格調査の特色として、
時価及び賃貸価格の分布傾向が挙げ
られる。表３で本町一丁目及び本町
二丁目の一坪当りの時価及び賃貸価
格を見ると、高い方（カッコ内は賃
貸価格）から34円（１円70銭）、25
円20銭（１円26銭）、20円50銭（１
円２銭５厘）、15円80銭（79銭）、13
円（65銭）と五つに分類されている。
この分類された土地の位置関係を図
1で確認すると、空間的連続性を見
出すことができる。つまり、本町一
丁目及び本町二町目において最高価
格である34円（１円70銭）とその次
に高い25円20銭（１円26銭）に分類
される土地の全てがぶらくり丁筋に
集中し、20円50銭（１円２銭５厘）
に分類される土地は本町通の本町一
丁目側に存在する土地である。そし
てこの２町間で最低価格である13円
（65銭）の土地は本町通の本町二丁
目側に集中している。これは時価及
び賃貸価格を一律的に設定したこと
によるものと思われるが、ここまで
の明確な空間的連続性を表４では見
出すことができない。
表４における高地価の土地区画を
図１で見ると、分散的に分布してい
ることがわかる。そして、これらの
土地区画は一様に面積が100坪を超
える大きな土地区画ばかりである。
しかし、面積に比例して地価額大き
くなることは至極当然である。そこで時価及賃貸価格調査表と同様に一坪当りの地価を求めた
結果、ほぼ前述の100坪を超える土地区画と合致した。
図１ 明治39年当時の本町一丁目、二丁目の土地区画情報
※和歌山地方法務局所蔵、旧土地台帳「本町一丁目」、「本町
二丁目」旧土地台帳付属地図「本町一丁目」、「本町二丁目」
をもとに作成。
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本稿で取り上げた本町一丁目・二丁目の土地区画は、図1からもわかるように奥行きが一定
の短冊形を成している。このような場合、土地の価値に大きく影響を与えるものは間口の大小
となる。このことは表4に示された現行租税対象である土地区画の地価が、前近代的な土地の
価値基準である間口の大小に比例して地価の高低が決められていたことになる。つまり明治39
年当時においてもなお和歌山市では、依然前近代の土地価値を基準にした租税が課せられてい
たことになる。それに対して賃貸価格調査会による時価及賃貸価格調査結果は、分布傾向から
して街路を基準としていることがわかる。つまり街路の重要度がその街路に面する土地区画の
価値に大きく影響していると言える。賃貸価格調査会は前近代的な土地の価値に囚われず、当
時の経済状況を反映した賃貸価格を設定していたと言える。
５．おわりにかえて
本稿は明治39年の第22回議会に提出された宅地地価修正法案に対して一地方都市である和歌
山市の反応や対応について、その中でも活発な動きを見せた和歌山市賃貸価格調査会の行動を
中心に整理を行った。その結果、以下のようなことが明らかになった。
①和歌山市に設定された賃貸価格が全国的に見ても高価格であり、実態経済を反映していな
いとして再調査を要求した。
②再調査要求の根拠資料にするために、和歌山市賃貸価格調査会によって和歌山市の経済状
況を反映した賃貸価格調査が行われた。
③和歌山市賃貸価格調査会による時価及賃貸価格調査は独自の方法で調査し、賃貸価格を算
定した。
④調査対象の土地の一部については、現行租税対象である土地台帳に記載された土地区画と
は別の独自の調査対象が設定されていた。
⑤土地の価値基準としては、現行租税対象である土地区画が間口の大小差という前近代的な
基準であったのに対し、時価及賃貸価格調査では街路を価値基準とした価格が設定されていた。
以上のように明治39年の宅地地価修正法案に対する和歌山市民の反応や対応を見てきたが、
課題もいくつか残った。今回は本町一丁目、本町二丁目という限れた範囲での分析であり、和
歌山市全体から見た時価及賃貸価格調査の傾向を明らかにすることができなかった。また、こ
の明治39年の宅地地価修正法案に対する反応や対応が、その後の宅地地価修正法案への影響の
有無も確認することができなかった(31)。これらのことは今後の課題としたい。
〔注〕
⑴ 地租対象としては「地価」であるが、実態は賃貸価格を基に算出された数値である。
⑵ 牛米務（2007）「解題」（税務大学校租税史料館編『地租関係史料集Ⅰ～地租改正から宅地地価
修正まで～』、大蔵財務協会、所収）、７～35頁。
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⑶ 西野敞雄（1998）「地価問題と北海道の税務行政組織(5)」、比較法制研究21号、117～158頁、同
（1999）「地価問題と北海道の税務行政組織(6)」、比較法制研究22号、115～149頁。
⑷ 前掲⑵、10～11頁。
⑸ 和歌山市賃貸価格調査会（1907）『和歌山市市街宅地時価及賃貸価格』、和歌山市賃貸価格調査
会。
⑹ 前掲⑵、９頁。
⑺ 前掲⑵、22～23頁。
⑻ 京都市資産税課所蔵『明治39年度 地価修正調査書』。
⑼ 前掲⑻。
前掲⑶、（1998）132～133頁。
前掲⑵24頁。牛米によると地価を賃貸価格の10倍という数字の算出方法として「地租（地価の
2.5％）、地租以外の公課（同１％）、修繕費（賃貸価格の５％）、地主の純益（地価の６％）と
し、これを元本価格に還元」としている。
前掲⑻。
前掲⑸、２～３頁。
和歌山県史編さん委員会編（1978）『和歌山県史 近現代史料四』、和歌山県、333頁。
前掲⑸、３頁。
前掲⑸、３頁。
前掲⑸所収「和歌山市街宅地時価及賃貸価格表」40～112頁。
前掲⑸、16～39頁。
前掲⑸、16～39頁。
前掲⑸、16～19頁。
前掲⑸、23～27頁。
前掲⑸、31～36頁。
前掲⑻。
ただし、一道府県に複数市が存在する場合は合算されている。上位９道府県の明治38年時点に
おける市制数は長崎県２市、東京府１市、山口県１市、大阪府２市、北海道０（ここでは函館
区を１市とみなす）、京都府1市、神奈川県1市、兵庫県2市である。
前掲⑸、16～36頁。
前掲⑸、26～27頁。
前掲⑸、40～112頁。
前掲⑸、13～15頁。
前掲⑸、40～113頁。記載項目としては上から順に「町名」、「番地」、「備考」（位置）、「坪数」、
「一坪当時価」、「一坪当賃貸価格」、「計」（坪数と一坪当賃貸価格を乗算）となっている。
前掲⑸、40頁。
前掲 、352頁。その後については、明治41年（1908）の帝国議会に提出された地価修正案の中
で和歌山市の一坪当りの賃貸価格が28銭1厘に引き下げられた。陳情書にも現れた岡山市は34銭
７厘、徳島市は22銭８厘、奈良市は17銭９厘となった。これによって和歌山市の賃貸価格は岡
山市の下位になり、徳島市や奈良市との差が徳島市1.2倍、奈良市1.5倍と縮まった。結果から
みると、和歌山市の懸案であった不均衡さは解消している。ただし、この結果が和歌山市によ
る反対運動によって生じたものであるかは不明である。
（きむら だいすけ 非常勤講師）
2017年11月15日受理
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